










　CFP（Carbon Footprint of Products）とは、CF（Carbon Footprint）の考え方に基づく、
人々の経済活動における温室効果ガスの排出を「見える化」するための、企業主体の環境











































































































































































































図 5 　CFPに対する認知度（国別） 
資料：みずほ情報総研 （2011）、Carbon Trust, April 2012 
 25CFP制度の普及可能性
であり、20億ポンドは決して小さな数字ではない。とりわけ、小売り最大手の TESCO



















　2013年 10月 2日現在、CFPプログラムに参加している企業は 124社あり、産業別（日
本標準産業分類基準大分類による 20分類）では 12産業に分類される。産業種別企業数







は、木材・木製品製造業および化学工業の 10社である。第 4位は食料品製造業で 9社、











は 9社が CFPプログラムを認証している。中小企業は 8社、大企業は 1社という内訳で
ある。印刷・同関連業界は最も参加企業が多く、16社が CFPプログラムを認証してい
る。中小企業 13社、大企業 3社が CFPプログラムに取り組んでいる。以上のように、化
学業界、木材・木製品製造業、印刷・同関連業は大企業よりも中小企業の方が CFPプロ
表 1　産業別（大分類）CFP参加企業
　 　 企業数 シェア
1 農業・林業 9 7.2
2 漁業 0 0
3 鉱業・採掘業 0 0
4 建設業 0 0
5 製造業 82 66
6 電気・ガス・熱供給・水道業 0 0
7 情報通信業 5 4
8 運輸業・郵便業 1 0.8
9 卸売業・郵便業 3 2.4
10 金融業・保険業 1 0.8
11 不動産業・物品賃貸業 1 0.8
12 学術研究・専門、技術サービス業 4 3.2
13 宿泊業・飲食サービス業 0 0
14 生活関連サービス業・娯楽業 1 0.8
15 教育・学習支援業 0 0
16 医療・福祉 0 0
17 複合サービス事業 10 8
18 サービス業（他に分類されないもの） 1 0.8
19 公務（他に分類されないもの） 0 0
20 分類不可能の産業 6 4.8





























































































図 7　CFPプログラム参加企業における ISO14001 取得割合
 29CFP制度の普及可能性
ことがわかった。図 7に示すように、企業規模別にみてみると、これら 4業界の CFPプ
ログラムに参加している中小企業 32社のうち 11社が ISO14001を取得している。このよ
うに半分以上の中小企業は ISO14001を取得していない。一方、大企業をみると、CFPプ















































カイ 2乗 自由度 有意確率
ステップ 1
ステップ 35.179 9 .000
ブロック 35.179 9 .000
モデル 35.179 9 .000
表 4　モデル要約
ステップ －2対数尤度 Cox-Snell R2乗 Nagelkerke R2乗
1 85.418a .333 .443
表 5　Hosmer と Lemeshow の検定
ステップ カイ 2乗 自由度 有意確率












　表 7の Exp（B）がオッズ比である。印刷（1）のWxp（B）＝5.820は CFPのオッズ比で、
表 6　回帰分析の結果
B 標準誤差 Wald 自由度 有意確率
ステップ 1a
印刷（1） 1.761 .834 4.457 1 .035
菓子以外食品（1） .795 1.015 .614 1 .433
菓子（1） .731 .959 .581 1 .446
化学（1） 2.203 .984 5.014 1 .025
環境会計実施結果開示（1） －2.461 1.181 4.346 1 .037
ISO14001一部参加（1） －1.825 .685 7.108 1 .008
ISO14001全社参加（1） －1.411 .940 2.255 1 .133
HPに環境の項目（1） －.740 .803 .849 1 .357
環境報告書開示（1） －.707 .667 1.126 1 .289




































































仮定し、その投資額を Iとおく。また、既に CFP参加済みの I企業も同額の研究開発投
資を行えると仮定する。
　今、F群から n社（n∈｛1, 2, ..., N｝）の企業が CFPプログラムに参加するとしよう。n
社の中で F-No.1となる確率はすべての参加企業で均等であると仮定する。従ってその確
率は 1/nとなる。さらにこの F-No.1企業が I企業よりも優れている（全社で No.1とな
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